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市川市手数料条例の一部を改正する条例を次のように定める。 
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市川市条例第  号 

市川市手数料条例の一部を改正する条例 

市川市手数料条例（平成１１年条例第４０号）の一部を次のように改正する。 

別表都市の低炭素化の促進に関する法律関係手数料の表低炭素建築物新築等

計画の認定の申請に対する審査の項を次のように改める。 

低 炭 素

建 築 物

新 築 等

計 画 の

認 定 の

申 請 に

対 す る

審 査 

 

登 録 建

築 物 エ

ネ ル ギ

ー 消 費

性 能 判

定 機 関

等 に よ

る 技 術

的 審 査

を 受 け

て い な

い 低 炭

素 建 築

物 新 築

等 計 画 

１件につき、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額と

する。 

⑴ 一戸建ての住宅 次に掲げる区分に応じ、それぞれに定める額 

ア 建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成２８年

経済産業省・国土交通省令第１号。以下この表及び建築物のエ

ネルギー消費性能の向上に関する法律関係手数料の表において

「基準省令」という。）第１０条第２号イ⑵及びロ⑵に定める

基準（以下この表及び建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律関係手数料の表において「誘導仕様基準」という。）

に適合するかどうかを評価する方法以外の方法による場合 次

に掲げる建築物の延床面積の区分に応じ、それぞれに定める額 

(ｱ) ２００平方メートル未満のもの ３６,０００円 

(ｲ) ２００平方メートル以上のもの ４０,０００円 

イ 誘導仕様基準に適合するかどうかを評価する方法による場合

 次に掲げる建築物の延床面積の区分に応じ、それぞれに定め

る額 

(ｱ) ２００平方メートル未満のもの １８,０００円 



  (ｲ) ２００平方メートル以上のもの ２０,０００円 

⑵ 共同住宅等 次に掲げる区分に応じ、それぞれに定める額 

ア 誘導仕様基準に適合するかどうかを評価する方法以外の方法

による場合 次に掲げる建築物の延床面積の区分に応じ、それ

ぞれに定める額 
(ｱ) ３００平方メートル未満のもの ７３,０００円 

(ｲ) ３００平方メートル以上２,０００平方メートル未満のも

の １２２,０００円 

(ｳ) ２,０００平方メートル以上５,０００平方メートル未満

のもの ２０８,０００円 

(ｴ) ５,０００平方メートル以上のもの ２９８,０００円 

イ 誘導仕様基準に適合するかどうかを評価する方法による場合

 次に掲げる建築物の延床面積の区分に応じ、それぞれに定め

る額 

(ｱ) ３００平方メートル未満のもの ３４,０００円 

(ｲ) ３００平方メートル以上２,０００平方メートル未満のも

の ６０,０００円 

(ｳ) ２,０００平方メートル以上５,０００平方メートル未満

のもの １０９,０００円 

(ｴ) ５,０００平方メートル以上のもの １６５,０００円 
⑶ 住宅以外の用途に供する建築物 次に掲げる区分に応じ、それ

ぞれに定める額 

ア 基準省令第１０条第１号イ⑵及びロ⑵に定める基準に適合す

るかどうかを評価する方法（以下この表及び建築物のエネルギ

ー消費性能の向上に関する法律関係手数料の表において「第  

１０条モデル建物法」という。）以外の方法による場合 次に

掲げる建築物の延床面積の区分に応じ、それぞれに定める額 

(ｱ) ３００平方メートル未満のもの ２４１,０００円 

(ｲ) ３００平方メートル以上１,０００平方メートル未満のも

の ３０３,０００円 

(ｳ) １,０００平方メートル以上２,０００平方メートル未満

のもの ３９１,０００円 
(ｴ) ２,０００平方メートル以上５,０００平方メートル未満

のもの ５５８,０００円 
(ｵ) ５,０００平方メートル以上１０,０００平方メートル未

満のもの ６８７,０００円 
(ｶ) １０,０００平方メートル以上２５,０００平方メートル

未満のもの ８１２,０００円 



  (ｷ) ２５,０００平方メートル以上のもの ９２７,０００円 

イ 第１０条モデル建物法による場合 次に掲げる建築物の延床

面積の区分に応じ、それぞれに定める額 

(ｱ) ３００平方メートル未満のもの ９２,０００円 

(ｲ) ３００平方メートル以上１,０００平方メートル未満のも

の １１７,０００円 

(ｳ) １,０００平方メートル以上２,０００平方メートル未満

のもの １５５,０００円 

(ｴ) ２,０００平方メートル以上５,０００平方メートル未満

のもの ２５１,０００円 

(ｵ) ５,０００平方メートル以上１０,０００平方メートル未

満のもの ３２７,０００円 

(ｶ) １０,０００平方メートル以上２５,０００平方メートル

未満のもの ３９４,０００円 

(ｷ) ２５,０００平方メートル以上のもの ４６２,０００円 

⑷ 複合建築物（住宅の用途及び住宅以外の用途の両方の用途に供

する建築物をいう。以下この表において同じ。）（住宅の用途に

供する部分に限る。） 次に掲げる区分に応じ、それぞれに定め

る額 

ア 誘導仕様基準に適合するかどうかを評価する方法以外の方法

による場合 次に掲げる当該複合建築物の延床面積の区分に応

じ、それぞれに定める額 
(ｱ) ３００平方メートル未満のもの ７３,０００円 

(ｲ) ３００平方メートル以上２,０００平方メートル未満のも

の １２２,０００円 

(ｳ) ２,０００平方メートル以上５,０００平方メートル未満

のもの ２０８,０００円 

(ｴ) ５,０００平方メートル以上のもの ２９８,０００円 

イ 誘導仕様基準に適合するかどうかを評価する方法による場合

 次に掲げる当該複合建築物の延床面積の区分に応じ、それぞ

れに定める額 

(ｱ) ３００平方メートル未満のもの ３４,０００円 

(ｲ) ３００平方メートル以上２,０００平方メートル未満のも

の ６０,０００円 

(ｳ) ２,０００平方メートル以上５,０００平方メートル未満

のもの １０９,０００円 

(ｴ) ５,０００平方メートル以上のもの １６５,０００円 

⑸ 複合建築物（住宅以外の用途に供する部分に限る。） 次に掲 



  げる区分に応じ、それぞれに定める額 

ア 第１０条モデル建物法以外の方法による場合 次に掲げる当

該複合建築物の延床面積の区分に応じ、それぞれに定める額 

(ｱ) ３００平方メートル未満のもの ２４１,０００円 

(ｲ) ３００平方メートル以上１,０００平方メートル未満のも

の ３０３,０００円 

(ｳ) １,０００平方メートル以上２,０００平方メートル未満

のもの ３９１,０００円 

(ｴ) ２,０００平方メートル以上５,０００平方メートル未満

のもの ５５８,０００円 

(ｵ) ５,０００平方メートル以上１０,０００平方メートル未

満のもの ６８７,０００円 

(ｶ) １０,０００平方メートル以上２５,０００平方メートル

未満のもの ８１２,０００円 

(ｷ) ２５,０００平方メートル以上のもの ９２７,０００円 

イ 第１０条モデル建物法による場合 次に掲げる当該複合建築

物の延床面積の区分に応じ、それぞれに定める額 

(ｱ) ３００平方メートル未満のもの ９２,０００円 

(ｲ) ３００平方メートル以上１,０００平方メートル未満のも

の １１７,０００円 

(ｳ) １,０００平方メートル以上２,０００平方メートル未満

のもの １５５,０００円 

(ｴ) ２,０００平方メートル以上５,０００平方メートル未満

のもの ２５１,０００円 

(ｵ) ５,０００平方メートル以上１０,０００平方メートル未

満のもの ３２７,０００円 

(ｶ) １０,０００平方メートル以上２５,０００平方メートル

未満のもの ３９４,０００円 

(ｷ) ２５,０００平方メートル以上のもの ４６２,０００円 

 申 請 に

併 せ て

登 録 建

築 物 エ

ネ ル ギ

ー 消 費

性 能 判

定 機 関

等 に よ 

１件につき、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額と

する。 

⑴ 一戸建ての住宅 ５,１００円 

⑵ 共同住宅等 次に掲げる建築物の延床面積の区分に応じ、それ

ぞれに定める額 

ア ３００平方メートル未満のもの １０,０００円 

イ ３００平方メートル以上２,０００平方メートル未満のもの

 ２１,０００円 

ウ ２,０００平方メートル以上５,０００平方メートル未満のも 



 る 技 術

的 審 査

に 係 る

適 合 証

の 写 し

そ の 他

建 築 物

エ ネ ル

ギ ー 消

費 性 能

誘 導 基

準 に 適

合 し て

い る こ

と を 示

す 書 類

と し て

市 長 が

別 に 定

め る も

の が 提

出 さ れ

た 低 炭

素 建 築

物 新 築

等 計 画 

の ４７,０００円 

エ ５,０００平方メートル以上のもの ８５,０００円 

⑶ 住宅以外の用途に供する建築物 次に掲げる建築物の延床面積

の区分に応じ、それぞれに定める額 

ア ３００平方メートル未満のもの １０,０００円 

イ ３００平方メートル以上１,０００平方メートル未満のもの

 １７,０００円 

ウ １,０００平方メートル以上２,０００平方メートル未満のも

の ２８,０００円 

エ ２,０００平方メートル以上５,０００平方メートル未満のも

の ８５,０００円 

オ ５,０００平方メートル以上１０,０００平方メートル未満の

もの １３５,０００円 

カ １０,０００平方メートル以上２５,０００平方メートル未満

のもの １７０,０００円 

キ ２５,０００平方メートル以上のもの ２１３,０００円 

⑷ 複合建築物（住宅の用途に供する部分に限る。） 次に掲げる

当該複合建築物の延床面積の区分に応じ、それぞれに定める額 

ア ３００平方メートル未満のもの １０,０００円 

イ ３００平方メートル以上２,０００平方メートル未満のもの

 ２１,０００円 

ウ ２,０００平方メートル以上５,０００平方メートル未満のも

の ４７,０００円 

エ ５,０００平方メートル以上のもの ８５,０００円 

⑸ 複合建築物（住宅以外の用途に供する部分に限る。） 次に掲

げる当該複合建築物の延床面積の区分に応じ、それぞれに定める

額 

ア ３００平方メートル未満のもの １０,０００円 

イ ３００平方メートル以上１,０００平方メートル未満のもの

 １７,０００円 

ウ １,０００平方メートル以上２,０００平方メートル未満のも

の ２８,０００円 

エ ２,０００平方メートル以上５,０００平方メートル未満のも

の ８５,０００円 

オ ５,０００平方メートル以上１０,０００平方メートル未満の

もの １３５,０００円 

カ １０,０００平方メートル以上２５,０００平方メートル未満

のもの １７０,０００円 



  キ ２５,０００平方メートル以上のもの ２１３,０００円 

備考 

１ 低炭素建築物新築等計画の認定の申請に併せて当該低炭素建築物新築等計画が建築

基準関係規定に適合するかどうかの審査の申出があったときは、この項に定める額に

次に掲げる額を加算する。 

⑴ 建築基準法関係手数料の表の定めるところにより算定した建築物に関する確認の

申請又は計画の通知に対する審査に係る手数料の額 

⑵ 建築基準関係規定に適合するかどうかの審査に建築設備に係る審査が含まれる場

合にあっては、建築基準法関係手数料の表建築設備及び工作物に関する確認の申請

又は計画の通知に対する審査の項に定める額 

２ 複合建築物の建築物全体に係る低炭素建築物新築等計画の認定の申請に係る手数料

の額は、この項の定めるところにより算定した住宅の用途に供する部分の額及び住宅

以外の用途に供する部分の額を合算した額とする。 

別表建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律関係手数料の表建築物

エネルギー消費性能向上計画の認定の申請に対する審査の項（備考の規定を除

く。）を次のように改める。 

建 築 物

エ ネ ル

ギ ー 消

費 性 能

向 上 計

画 の 認

定 の 申

請 に 対

す る 審

査 

 

申 請 に

併 せ て

登 録 建

築 物 エ

ネ ル ギ

ー 消 費

性 能 判

定 機 関

又 は 登

録 住 宅

性 能 評

価 機 関

に よ る

技 術 的

審 査 に

係 る 適

合証（以

下 こ の

表 に お

いて「適 

１件につき、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額と

する。 

⑴ 誘導仕様基準に適合するかどうかを評価する方法以外の方法に

よる住宅部分に係る申請 次に掲げる区分に応じ、それぞれに定

める額 

ア 一戸建ての住宅 次に掲げる建築物の延床面積の区分に応

じ、それぞれに定める額 

(ｱ) ２００平方メートル未満のもの ３６,０００円 

(ｲ) ２００平方メートル以上のもの ４０,０００円 

 イ 共同住宅等 次に掲げる建築物の延床面積（建築物の延床面

積から共用部分の延床面積を除いた面積のみを審査の対象とす

るときは、建築物の延床面積から共用部分の延床面積を除いた

面積）の区分に応じ、それぞれに定める額 

(ｱ) ３００平方メートル未満のもの ７３,０００円 

(ｲ) ３００平方メートル以上２,０００平方メートル未満のも

の １２２,０００円 

(ｳ) ２,０００平方メートル以上５,０００平方メートル未満

のもの ２０９,０００円 

(ｴ) ５,０００平方メートル以上のもの ２９９,０００円 

⑵ 誘導仕様基準に適合するかどうかを評価する方法による住宅部 



 合証」と

いう。）

の 写 し

そ の 他

建 築 物

エ ネ ル

ギ ー 消

費 性 能

誘 導 基

準 に 適

合 し て

い る こ

と を 示

す 書 類

と し て

市 長 が

別 に 定

め る も

の（以下

こ の 表

に お い

て「性能

向 上 計

画 に 係

る 適 合

証等」と

いう。）

が 提 出

さ れ た

場 合 以

外 の 場

合 

分に係る申請 次に掲げる区分に応じ、それぞれに定める額 

ア 一戸建ての住宅 次に掲げる建築物の延床面積の区分に応

じ、それぞれに定める額 

(ｱ) ２００平方メートル未満のもの １８,０００円 

(ｲ) ２００平方メートル以上のもの ２０,０００円 

イ 共同住宅等 次に掲げる建築物の延床面積（建築物の延床面

積から共用部分の延床面積を除いた面積のみを審査の対象とす

るときは、建築物の延床面積から共用部分の延床面積を除いた

面積）の区分に応じ、それぞれに定める額 

(ｱ) ３００平方メートル未満のもの ３５,０００円 

(ｲ) ３００平方メートル以上２,０００平方メートル未満のも

の ６０,０００円 

(ｳ) ２,０００平方メートル以上５,０００平方メートル未満

のもの １０９,０００円 

(ｴ) ５,０００平方メートル以上のもの １６６,０００円 

⑶ 第１０条モデル建物法以外の方法による非住宅部分に係る申請

 次に掲げる建築物の延床面積の区分に応じ、それぞれに定める

額 

ア ３００平方メートル未満のもの ２４２,０００円 

イ ３００平方メートル以上１,０００平方メートル未満のもの

 ３０３,０００円 

ウ １,０００平方メートル以上２,０００平方メートル未満のも

の ３９２,０００円 

エ ２,０００平方メートル以上５,０００平方メートル未満のも

の ５５９,０００円 

オ ５,０００平方メートル以上１０,０００平方メートル未満の

もの ６８９,０００円 

カ １０,０００平方メートル以上２５,０００平方メートル未満

のもの ８１５,０００円 

キ ２５,０００平方メートル以上のもの ９２９,０００円 

⑷ 第１０条モデル建物法による非住宅部分に係る申請 次に掲げ

る建築物の延床面積の区分に応じ、それぞれに定める額 

ア ３００平方メートル未満のもの ９２,０００円 

イ ３００平方メートル以上１,０００平方メートル未満のもの

 １１８,０００円 

ウ １,０００平方メートル以上２,０００平方メートル未満のも

の １５５,０００円 

エ ２,０００平方メートル以上５,０００平方メートル未満のも 



   の ２５１,０００円 

オ ５,０００平方メートル以上１０,０００平方メートル未満の

もの ３２８,０００円 

カ １０,０００平方メートル以上２５,０００平方メートル未満

のもの ３９５,０００円 

キ ２５,０００平方メートル以上のもの ４６３,０００円 

 申 請 に

併 せ て

性 能 向

上 計 画

に 係 る

適 合 証

等 が 提

出 さ れ

た 場 合 

１件につき、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額と

する。 

⑴ 住宅部分に係る申請 次に掲げる区分に応じ、それぞれに定め

る額 

ア 一戸建ての住宅 ５,０００円 

イ 共同住宅等 次に掲げる建築物の延床面積（建築物の延床面

積から共用部分の延床面積を除いた面積のみを審査の対象とす

るときは、建築物の延床面積から共用部分の延床面積を除いた

面積）の区分に応じ、それぞれに定める額 

(ｱ) ３００平方メートル未満のもの １０,０００円 

(ｲ) ３００平方メートル以上２,０００平方メートル未満のも

の ２１,０００円 

(ｳ) ２,０００平方メートル以上５,０００平方メートル未満

のもの ４７,０００円 

(ｴ) ５,０００平方メートル以上のもの ８５,０００円 

⑵ 非住宅部分に係る申請 次に掲げる建築物の延床面積の区分に

応じ、それぞれに定める額 

ア ３００平方メートル未満のもの １０,０００円 

イ ３００平方メートル以上１,０００平方メートル未満のもの

 １７,０００円 

ウ １,０００平方メートル以上２,０００平方メートル未満のも

の ２８,０００円 

エ ２,０００平方メートル以上５,０００平方メートル未満のも

の ８５,０００円 

オ ５,０００平方メートル以上１０,０００平方メートル未満の

もの １３５,０００円 

カ １０,０００平方メートル以上２５,０００平方メートル未満

のもの １７１,０００円 

キ ２５,０００平方メートル以上のもの ２１３,０００円 

別表建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律関係手数料の表建築物

のエネルギー消費性能に係る認定の申請に対する審査申請に併せて適合証の写



しその他建築物エネルギー消費性能基準に適合していることを示す書類として

市長が認めるもの（以下この表において「適合証等」という。）が提出された

場合以外の場合の項中「市長が認める」を「市長が別に定める」に、「適合証

等」を「建築物のエネルギー消費性能に係る認定の適合証等」に改め、同項第

２号中「第１条第１項第２号イ⑵(ⅰ)及びロ⑵に定める基準若しくは同号イ⑵(ⅱ)

及びロ⑵に定める基準、同号イ⑵ (ⅰ)及びロ⑶に定める基準若しくは同号イ⑵

(ⅱ)」を「第１条第１項第２号イ⑵及びロ⑵に定める基準、同号イ⑵」に改め、

同表建築物のエネルギー消費性能に係る認定の申請に対する審査申請に併せて

適合証等が提出された場合の項中「適合証等」を「建築物のエネルギー消費性

能に係る認定の適合証等」に改め、同表建築物のエネルギー消費性能に係る認

定の申請に対する審査の項の備考を次のように改める。 

備考 住宅部分及び非住宅部分を有する建築物に係る建築物のエネルギー消費性能に係る

認定の申請に係る手数料の額は、この項の定めるところにより算定した住宅部分の額及

び非住宅部分の額を合算した額とする。 

附 則

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の別表都市の低炭素化の促進に関する法律関係手数料の表低炭素建

築物新築等計画の認定の申請に対する審査の項及び別表建築物のエネルギー

消費性能の向上に関する法律関係手数料の表建築物エネルギー消費性能向上

計画の認定の申請に対する審査の項の規定は、この条例の施行の日以後の申

請に係る手数料について適用し、同日前の申請に係る手数料については、な

お従前の例による。 



理  由 

 

  建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令等の改正に伴い、建築物エ

ネルギー消費性能向上計画等の認定事務に係る手数料を見直すとともに、新

たに追加された評価方法に基づく当該計画等の認定事務に係る手数料を定め

るほか、所要の改正を行う必要がある。 

  これが、この条例案を提出する理由である。 

 

 

 


